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【研究背景】   
神戸市では、地域内の企業数が著しく減少するなかで、若年世代（20～35 歳）の流出超

過が止まらない。神戸市企画調整局（2021）「第 98 回神戸市統計調査」によると、かつて、

2015（平成 27）年には 50,000 件以上あった事業所数が、2021（平成 31）年には 46,960 企

業数にまで減少している。一方で、神戸市企画調整局（2022）「学校基本調査」では、神戸

市の大学、短期大学、専門学校に在籍する学生が、卒業後に、東京及び大阪近郊の製造業、

運輸・郵便業、卸売・小売業などの中小企業に就職する傾向にあることが報告されている。

このような若年世代の社会流出と企業の減少は、2000 年以降、一層、拍車がかかり、それ

によって、2023（令和５）年には当該地域の人口は 150 万人を割り込み、中小企業を中心に

新卒・第 2新卒の採用に苦戦し、人材不足が深刻化している。   
【研究内容】   
本研究は、前述の背景を踏まえ、神戸市内の中小企業の就業率の上昇と雇用定着を目指し

て、第 1に、神戸市の若年世代の流出先の地域の傾向と当該地域の中小企業及び行政サービ

スの政策に、どのような相違があるかを明らかにする。第２に、神戸市内の中小企業の実態

を、事例を用いて検証する。具体的には、神戸市経済観光局及び大阪中小企業人材育成株式

会社の協力を得て、神戸市内で事業展開をしている三社に視察を実施し、各企業の採用状

況、企業活動・取り組み等をヒアリングするとともに、若年世代の雇用促進のための施策を

明らかにする。第 3に、第 1及び第 2で得た結果を踏まえ、大学生を対象に、アンケート調

査を実施し、選好表明データに対して、仮想評価法を用いて、企業・行政のサービスの価値

を分析する。最後に、国の外郭団体と当該地域の行政及び企業との連携を検討する。具体的

には、近畿一体の中小企業の支援を行う独立法人中小企業基盤整備機構に、国の施策をヒア

リングするとともに、自分たちが考えてきた神戸市及び中小企業への支援の有効性を問う。   
【期待される効果】   
  企業側と学生側でそれぞれが求めるニーズを明らかにすること、双方のメリットが最大と

なる政策を考察する。研究結果から、有効で実現可能性の高い政策や福利厚生、イベントな

どを提案することにより、神戸市の働き手の流出の防止や中小企業の活力を取り戻すことが

期待される。 
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